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賃上げ支援パッケージ
過去最大の最低賃金の引上げ（R8.3.31適用）を踏まえ、事業者の負担を緩和する緊急的な支援と、

生産性の向上や価格転嫁・Ｍ＆Ａの促進といった各種支援を実施することにより、最賃の引上げと
賃上げの原資となる収益の確保を支援する。

次年度以降（予定）Ｒ７ 12月追加補正Ｒ７ ９月補正

最賃引き上げ緊急支援 生産性向上支援 Ｍ＆Ａ支援
賃上げ緊急支援事業
[902,813千円]
時給1,000円以下の従業員を新最

賃額（1,031円）以上に引き上げた
中小企業・小規模事業者等を支援

ものづくり革新総合支援事業
（省エネ生産設備更新型）
[350,160千円]

商業・サービス産業経営革新事業
（省エネ化等推進事業）
[361,329千円]
設備更新に伴い省エネ化・省力化

を支援（製造業・非製造業）

商業・サービス産業経営革新事業
（中小企業デジタル化導入支援事業）
[100,000千円]
業務効率化やＤＸ等に向けたデジ

タルツールの導入を支援（非製造業）

事業継続サポート事業（仮）
Ｍ＆Ａに要する経費を助成し、

企業規模の拡大、事業の引継等を
検討している中小企業・小規模事
業者を支援

価格転嫁支援
取引適正化支援事業（仮）
事業者団体の価格転嫁に関する

研修等の費用の一部助成と消費者
を含めたサプライチェーン全体の
理解促進のための広報

生産性向上支援センター（R8.4月設置予定）
専門サポーターが事業所訪問等を通じて、中小企業・小規模事業者の

生産性向上を支援（よろず支援拠点内に設置）

産 業 労 働 部
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特別高圧電力価格高騰対策緊急支援事業について 

産 業 政 策 課 
 

１ 目 的 

電力価格高騰の影響を受ける特別高圧受電企業の負担軽減を図るため、電気料金の一部を支援する。 

 

２ 概 要 

特別高圧を受電する県内中小企業に対して、電気使用量に応じて補助する。 

・補 助 対 象 者  （１）特別高圧で受電する県内中小企業者（みなし大企業を除く） 

（２）特別高圧で受電する県内商業施設にテナントとして入居する中小企業者 

（みなし大企業を除く） 

・補助対象期間   令和８年１月～３月使用分 

・補 助 単 価   令和８年１月～２月：２.３円/kWh  

令和８年３月      ：０.８円/kWh 
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３ 予算額                                                         ３５,６０９千円 

財源内訳  ○国   ３５,６０９千円 

                                      （物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用） 
 

内訳  補助金  ３５,４５９千円        

需用費     １５０千円    

（参考） 

Ｒ５年度支援実績  

使用期間 補助件数 補助単価 補助金額 

令和５年１月～９月 １０ ３.５円（１.８円）/kWh １５３,４３６千円 

令和５年１０月～令和６年５月 １０ １.８円（０.９円）/kWh ７１,１０９千円 

合 計 ２２４,５４５千円 

※（ ）内は最終月の単価 

Ｒ６年度支援実績 

使用期間 補助件数 補助単価 補助金額 

令和６年８月～１０月 １１ ２.０円（１.３円）/kWh ２５,９１８千円 

令和７年１月～ ３月 １１ １.３円（０.７円）/kWh １６,６００千円 

合 計 ４２,５１８千円 

※（ ）内は最終月の単価 

Ｒ７年度支援実績 

使用期間 補助件数 補助単価 補助金額 

令和７年７月・９月 １１ １.０円/kWh ９,９９３千円 

令和７年８月 １１ １.２円/kWh ６,５３４千円 

合 計 １６,５２７千円 
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ＬＰガス価格高騰対策緊急支援事業について 
産 業 政 策 課 

１ 目 的 
ＬＰガスの価格高騰の影響を受けている一般消費者等の負担軽減を図るため、料金の一部を助成する。 

 
２ 概 要 
  ＬＰガス使用者に対して、ＬＰガス協会及び販売事業者を通じＬＰガスの使用料金を減額する。 
   ・補助対象者   （一社）秋田県ＬＰガス協会（補助率１０/１０） 
   ・支援対象者   ＬＰガスを使用する一般消費者等（約２２万件） 
   ・支 援 金 額   ３,０００円（１,０００円/月 × ３か月） 
    ・支 援 期 間   ４月～７月に検針する３か月分の使用料金 
   
 
 
 
 
３ 予算額                             ７００,０２２千円 

財源内訳    ○国    ７００,０２２千円 
（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用） 

 
内訳  補助金                            ７００,０２２千円 

 
補助金の内訳  助成金原資        ６６０,０００千円 

販売事業所事務費    ３２,２００千円 
協会事務費      ７,８２２千円 

 
（参考）支援実績 

年度 支援月数 月額 販売所数 支援件数 実績額 
Ｒ５ ５か月分 1,000 円 233 22.2 万件 1,105,088 千円 
Ｒ７ ３か月分 1,000 円 215 21.9 万件  652,226 千円 

  

一般
消費者等

（約22万件）

秋田県
補助金

（10/10）

（一社）
秋田県
ＬＰガス

協会

助成金

販売
事業所

（約220店）

料金の減額
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ものづくり革新総合支援事業（省エネ生産設備更新型）及び
商業・サービス産業経営革新事業について

地域産業振興課
商 業 貿 易 課

１ 目 的

２ 概 要

３ 予算額 ７１１,４９４千円
財源内訳 ７１１,４９４千円

（１）ものづくり革新総合支援事業（省エネ生産設備更新型） ３５０,１６５千円

内訳 補助金 ３５０,０００千円
旅 費 １６５千円

※ 令和７年度における採択実績：５３件 ４００,０００千円

（２）商業・サービス産業経営革新事業 ３６１,３２９千円

内訳 補助金 ３５０,０００千円
人件費 ８,５９４千円
事務費（委託料等） ２,７３５千円

※ 令和７年度における採択実績：７９件 ３００,０００千円

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用）

電力等の価格高騰により経営環境に大きな影響を受けている事業者に対して、省エネルギー化又は省力化に向け
た設備更新・導入の取組を支援し、中長期的な生産性の向上と経営基盤の強化を促進する。

・補助対象 県内に事業拠点を有する中小企業者
（１）ものづくり革新総合支援事業（省エネ生産設備更新型）： 製造業
（２）商業・サービス産業経営革新事業 ： 製造業以外

・対象経費 省エネルギー化又は省力化に資する事業用設備の購入費、工事費
・補 助 率 ２／３以内

・限 度 額 １０,０００千円

冷凍冷蔵設備

金属加工設備

LED照明

○国

〔設備導入例〕
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商業・サービス産業等振興事業について
（県民応援プレミアムチケット事業）

商 業 貿 易 課
１ 目 的

物価高騰等の影響を受けている県内の飲食・小売業などでの消費拡大を図るとともに、県民生活への
支援につなげるため、プレミアムチケットを発行する。

２ 概 要
・額面総額 ６０億円（販売額：５０億円、プレミアム分：１０億円）
・販売単価 １０,０００円（１セット１,０００円券×１２枚）
・販 売 数 ５０万セット（発行枚数：６００万枚）
・販売方法 ① 販売場所でのチケット（セット）購入

② スマートフォン等での電子チケット購入
・利用店舗 県内飲食・小売業等（医療・福祉業など一部業種を除く）
・委託予定 株式会社ＪＴＢ秋田支店・県内企業とのＪＶ
・利用期間 令和８年３月上旬 ～ １０月（予定）

３ 予算額 １,３９４,２８９千円
財源内訳 １,３９４,２８９千円

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用）

内訳 委託費 １,３９３,９２２千円

委託費の内訳 プレミアム原資 １,０００,０００千円
システム利用料 １８３,４８８千円
人件費 ８６,９８６千円
広告宣伝費 ４６,１８３千円
事務費ほか ７７,２６５千円

需用費等 ３６７千円
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商業・サービス産業経営革新事業について

（中小企業デジタル化導入支援事業）

商 業 貿 易 課

１ 目 的

電力等の価格高騰により経営環境に大きな影響を受けている県内中小企業に対して、デジタルツール等の

導入を支援し、中長期的な生産性の向上と経営基盤の強化を促進する。

２ 概 要

・補助対象 県内中小企業（非製造業）

・対象経費 ソフトウェア、ハードウェア、セキュリティ対策等の導入に要する経費

・補 助 率 ２／３以内

・限度額等 上限１,０００千円（下限３００千円）

３ 予算額 １００,０００千円（補助金）

財源内訳 １００,０００千円

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用）
（デジタル化導入イメージ図）

1.セルフ注文 2.キャッシュレス
決済

3.ドリンク
注入

在庫
データ

売上
データ

4.在庫管理
システム連携
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秋田の物流（コンテナ・トラック）応援事業について

（物流事業者エネルギー価格高騰緊急支援事業）

商 業 貿 易 課

１ 目 的

地域経済を支える物流を維持するため、エネルギー価格高騰により厳しい経営状況が続く県内物流関連事業者の

燃料費等のかかり増し分の一部に対して緊急支援する。

２ 概 要

（１）トラック運送事業者支援

県内トラック運送事業者の掛かり増し経費の一部に対して補助する。

・対 象 者 県内に事業所を有し、貨物自動車運送事業法に基づく事業を営む者

・委 託 先 （公社）秋田県トラック協会

（２）倉庫業者支援

県内倉庫業者の掛かり増し経費の一部に対して補助する。

・対 象 者 県内において倉庫業法に基づく登録を受けた倉庫を営業している者

３ スケジュール

・委託契約 １２月下旬 ※トラック運送事業者支援のみ

・申請受付 １月下旬～

・支 払 ３月中旬～
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４ 予算額 １６０,３１０千円

財源内訳 １６０,３１０千円

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用）

内訳 補助金 １５２,１１０千円

補助金の内訳 （１）トラック運送事業者支援 １２３,７００千円

〇普通貨物自動車 15,000円/台×7,700台＝115,500千円

〇軽貨物自動車 4,000円/台×2,050台＝ 8,200千円

※支給上限を2,000千円とする

（２）倉庫業者支援 ２８,４１０千円

〇常温倉庫 @ 60円/㎡（平米）×113,903㎡＝ 6,835千円

〇定温倉庫 @ 90円/㎡（平米）×115,125㎡＝10,362千円

〇冷蔵倉庫 @150円/㎥（立米）× 12,886㎥＝ 1,933千円

〇冷凍倉庫 @270円/㎥（立米）× 34,370㎥＝ 9,280千円

委託料（申請受付等業務、広報費等） ８,０００千円

消耗品等 ２００千円

11



新エネルギー活用促進事業について 

（再エネ導入促進事業） 

クリーンエネルギー産業振興課 

１ 目 的 

電気料金等のエネルギー価格高騰の影響を受ける県内事業者の負担軽減を図るため、自家消費型の発電設備やエネ

ルギー調整に資する設備等の導入に対して補助することで、県内企業等のエネルギーコスト削減を進め、競争力の強

化を図る。 

 

２ 概 要 

・補 助 対 象 県内に事業所を置く企業、個人事業主で、エネルギー価格高騰の影響を受けている者 

・補助対象設備、補助額等 

補助対象設備 

（自家消費を目的とするもの） 
補助額 限度額 

再生可能エネルギー発電設備 発電出力  1kW あたり 10 万円 3,000 万円 

電力調整を行うための蓄電池 蓄電池容量 1kWh あたり 10 万円 1,000 万円 

再生可能エネルギー熱供給設備 熱供給出力 1,000kcal/h あたり 6 万円 1,000 万円 
 
・補助メニュー   ① 再エネ発電設備単独設置型（太陽光発電等を新規に設置） 

② 再エネ発電設備＋蓄電池併用型（太陽光発電等と蓄電池を新規に設置） 

③ 蓄電池追加設置型（既存の太陽光発電等に蓄電池を追加設置） 

④ 熱供給設備設置型（バイオマスボイラー、地中熱等の熱供給設備を新規に設置）  
・補 助 要 件   本設備導入効果を把握するため、電気代削減等に関する事業計画書（補助申請時）及び 

エネルギー使用量等に関する報告書（補助事業完了後５年間）を県に提出すること。 

 

３ 予算額                    ２０８,０００千円（補助金） 

財源内訳   ○国     ２０８,０００千円 

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用） 
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